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１ ASEAN を取り巻く戦略環境 

(1) 「⽶中対⽴の中で安住できる場所がない」(Bilahari, 2019)：⽶中と同時に良好な関係を
保つ余地（戦略的選択肢）が狭まり、厳しい選択を迫られるケースに備える必要がある
→伝統的な「選択を強いられない」外交の限界 

(2) 「ASEAN 中⼼性（セントラリティ）」が失われる焦燥：ASEAN が中⼼的役割を担って
きた地域制度（ASEAN+/ARF/EAS 等）の機能低下の懸念、「インド太平洋」対応遅れ
と⽇⽶豪印（QUAD）主導や新たな枠組み（AUKUS/ MNNA 協⼒）への警戒。 

(3) 各国の⾃律的能⼒の⾼まりと⼀体性維持の難しさ：ASEAN 名⽬ GDP 約１兆ドル(2005, 
⽇本の 1/5)→約 3 兆ドル(2020, ⽇本の 57%)→約 6 兆ドル?(2030,⽇本と同等?)。
ASEAN 国防費 150 億ドル(2005, ⽇本の 1/3)→420 億ドル(2020, ⽇本の 80%)→約 800
億ドル?(2030)。他⽅で域内ディバイド、⺠主化の停滞（後退）、⼤陸部/海洋部 ASEAN
の戦略観の違いが ASEAN ⼀体性を困難→中国による divide&rule にさらなる余地。 

→⽶中競争時代の ASEAN 独⾃の戦略を⼗分に⽣み出せていない 
 
２ 戦略的方向性を模索する ASEAN 

(1) 「インド太平洋に関する ASEAN アウトルック(AOIP)」(2019)：当初の消極性（FOIP
は⼤国間対⽴に巻き込まれ ASEAN の中⼼性が失われる）からの脱却を⽬指す試み。
AOIP の主眼は⼤国間対⽴の抑制、連結性・包摂性の重視、中⼼性の維持。⽇⽶豪印と
の相乗効果と対中牽制の抑制を期待。 

(2) 戦略的⾃律性(strategic autonomy)を確⽴する試み：⼤国間競争から距離を置き協調的関
与を強化し、ASEAN（各加盟国）の主体性・⾃律性・選択可能性を⾼める「ダイナミッ
クな均衡」（インドネシア）を模索。域外国（⽇・豪・印・EU）との関係拡⼤。 

 
３ 大国間競争と ASEAN の諸相 

(1) 軍事的領域：中国による南シナ海の⼈⼯島造成・軍事化・拠点化へ、⽶国による航⾏の
⾃由作戦、各国の軍事訓練・演習。ASEAN 各国の海上戦⼒の強化（艦艇近代化、対艦
攻撃能⼒、ISR 能⼒、法執⾏能⼒の強化）。国防費増⼤と兵器購⼊。 

(2) 経済的領域：中国・ASEAN 経済圏の拡⼤。中国にとり ASEAN が最⼤の貿易相⼿国に
（貿易総額ベース、2020-現在）。コロナ禍でも中・ASEAN の貿易投資は拡⼤（2019〜
2021：中→ASEAN直接投資 23.6%増、ASEAN→中直接投資 15.9%増、貿易総額 17%



 

増）。ASEAN 各国の貿易における対中依存度も継続的に⾼まっている（2018〜2021：
⽐：29.6%→40.6%、ラオス：30.9%→37.7%、越：30.8%→34.5%、⾺：23.3%→32.9%、
インドネシア：21.0％→29.1%、タイ：20.2%→24.3%、シンガポール：10.6%→10.9%）。
「⼀帯⼀路」とインフラ展開（雲南省の⽣産拠点からから陸路で輸出）。「デジタル化す
る新興国」（伊藤、2020）のエコシステム供給。CPTPP/RCEP 等交差する地域経済連
携。IPEF への参加（インドネシア、シンガポール、タイ、フィリピン、ブルネイ、ベト
ナム、マレーシア）。 

 
４ 日本の外交展開について 

【原則的アプローチ】 
l 「我々は、ASEAN の⼀体性と中⼼性、そして『インド太平洋に関する ASEAN アウト

ルック』の実践的な実施に対する揺るぎない⽀持を再確認する。」(⽇⽶豪印⾸脳会合共
同声明、2022.5.24)→上記１「ASEAN を取り巻く戦略環境」をよく踏まえている1。 

l ⽇本政府は AOIP への全⾯的⽀持を繰り返し表明しており、今後も継続するべき
（ASEAN がインド太平洋という概念を採⽤したことを重視し、AOIP には中⾝がない
といった評価は避ける）。 

l ⽇・ASEAN 関係は ASEAN の合意事項に⽇本が協⼒する形態を取ることが最も効果的。
合意事項の中で⽇本が重視すべき内容 (eg.法の⽀配、連結性、産業基盤拡充、循環型社
会、⺠主主義)を「ナッジ」していく。→⽇本から⼀⽅的戦略を発表しない（eg.1977 年
の福⽥ドクトリンは例外） 

【安全保障】 
l ⽶バイデン政権を歓迎するが、①「⽶国家安全保障戦略ガイダンス」(2021.3.4)での僅
かな ASEAN⾔及（同盟国であるフィリピン・タイは⾔及なし）、②⼈権外交への強い
関⼼（中国、ミャンマー等）が依然として⽶ ASEAN 関係を複雑化させる可能性。→⽶
国防省のグローバルな⽶軍態勢の⾒直し(Global Posture Review)で、⽶⽐関係、⽶タイ
関係を回復できるか。⽐選挙後の動向に注⽬。 

l サプライチェーン⾒直し：⽶バイデン政権の通商政策とサプライチェーン⾒直し（当初
４分野）及び機微技術に関する⽶中デカップリングの動向に強い注⽬。⾃動⾞・電⼦機
器・化学など中国・ASEAN・⽇本の深い相互依存性と⽣産拠点の分散化。→経済分野
では輸出規制リスト(EL)、新興技術輸出規制の厳格適⽤、中国の軍⺠融合企業のエン
ドユーザー規制など、⽶側の意思決定がブラックボックスであることの不満。 

→⽇⽶経済協議（閣僚・局⻑級）で調整機能をもたせるべき 
 

 
1 参考：⽶ ASEAN 特別⾸脳会合（2022.5.3）“NOTING that both the AOIP and the Indo-Pacific Strategy 
of the United States share relevant fundamental principles in promoting an open, inclusive, and rules-based 
regional architecture, in which ASEAN is central, alongside partners who share in these goals;” 



 

 
資料１：インド太平洋諸国の国防費推移(2005-2030) 

 

 
 

資料２：アジアにおける自由化指標の変化（フリーダムハウス 2007/2021） 

 
  



 

資料 3：ロシアのウクライナ侵攻後の国連関連決議への対応 

 
決議 A「ウクライナでの⼈道状況の改善を求めた決議」（3 ⽉ 24 ⽇）       出典：筆者作成 

決議 B「国連⼈権理事会の理事国資格を停⽌する決議」（4 ⽉ 7 ⽇）         

 

（出典）Wikipedia, “United Nations General Assembly Resolution ES-11/3” 

 
（出典）『⻄⽇本新聞』（2022 年 4 ⽉ 19 ⽇）            (出典) Nikkei Asia (February 25, 2022) 


